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令和 2年 7月 20日 付けで請求のありました公文書の公開については,気仙沼市情報公

開条例第 9条第 2項の規定により,次のとおり公開しないことと決定しましたので通知

します。

公 開 請 求 に 係 る

公文書の件名又は

情 報 の 内 容

復興事業検証のための津波シミュレーション結果の補正前

のデータ

※7/20公開文書 (気住第2223号 )で補正した浸水域の縮小
分が分かる文書

公文書を公開しない

こ と と し た 理 由

気仙沼市情報公開条例第 6条第 5号及び 6号該当

本件公開請求に係る「復興事業検証のための津波シミュ

レーション結果の補正前のデータ」は,現行の災害危険区
域を指定する際に行われた当初津波シミュレーションと比

較し,住宅の安全性に大きな問題がないか及び復興事業に
大きな配齢が生じていないかを内部検証する目的で実施し

た「津波シミュレーション実施業務」における成果図を作

成する過程の資料であり,当該成果図は,津波シミュレー
ション実施業務において取得したシミュレーション結果

(補正前)に ,比較検証作業を行う上で必要かつ適切と思
われる補正を加えたものである。

今回の公開請求に係る文書に記載されている浸水域の
「縮小した箇所」については,災害危険区域の範囲の考え
方にも影響するものである。

現行の災害危険区域は,当初の津波シミュレーションの
結果等を参考に指定されており,このことについては,国
に対し説明及び協議を行い,津波防御のまちづくりに関す
る各種復興事業の前提条件にもなっている。

併せて, この災害危険区域は,多額の復興予算が投入さ
れた国の復興交付金事業である防災集団移転促進事業を始

めとする各住宅再建事業や移転元地の買取りなど各種補助

等の適用範囲を定める基礎ともなっている。

今回の津波シミュレーションを行った大きな目的の一つ

は,浸水域が拡大する場合,住宅への影響がどの程度想定
されるかを検討することであるが,現行の災害危険区域よ
り浸水域の範囲が拡大する想定となった箇所については ,

市民の不安解消を図る観点から,新たに浸水の可能性が生
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じた建物に住まいしている方々には改めて説明を行い,理
解を得ながら安全な避難の徹底を図ることと合わせて,情
報公開に応じることが市の責務と判断したものである。ま
た,その事は市の責任において行うことが出来るものであ
った。

一方,その目的で行ったシミュレーションではないにも
かかわらず「縮小した箇所」を開示することになれば,災
害危険区域内で特例的に認められている建築制限適用除外
認定において条件とされ,既に施工された対策工事の必要
性が問われたり,浸水しないと想定される区域が災害危険
区域として指定され,土地の財産価値が低下していたので
はないかという意見が出たり,更にはそもそも再建方法の
選択肢が違っていたかもしれない,あ るいは,被災宅地と
して土地を手放す必要性はあったのかとの主張が生まれた
り,住民にとって大きな混乱を及ぼすおそれがある。

加えて,復興事業の前提条件となっている災害危険区域
の妥当性に疑義を生じさせるおそれがあり, これを基礎に
各種補助事業等の申請,採択を行っている市と国の事業推
進の基本的な構図を否定することになりかねない。更に復
興増税を負担している国民への説明にも国,市共に苦慮す
ることになる。

ゆえに,他市町では復興事業後の津波シミュレーション
は行っておらず,国も求めていないものと考えられる。

本市においては多くの防潮堤建設を行うこととなり,主
に最終的な安全性を内部的に確認する必要性があったため

実施したが,その細部まで公開することには以上のように
大きな問題が生じる。

既に記したように浸水域の拡大については,市の責任で
対応する事が出来たが,縮小に関しては市において対応出
来ない事態が想定され,市がその責任を負えない範ちゅう
に踏み込むものである。

以上により,市民全体としてその利益を損なうおそれが
あり,今後の復興事業の公正又は円滑な執行に著 しい支障
が生じると認め られることか ら,非公開とするものであ
る。

公開することができ
るようになる期 日

令和 一 年 一 月 一 日

担   当   課
建設部住宅課

(0226) 22-3421

係名 建築営繕係

内線

課等名

ξ自ヨエ
買3面白

備 考
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(教示)

1 この決定について不服があるときは, この決定があったことを知つた日の翌日から
起算して 3か月以内に市長に対して審査請求をすることができます。
2 この決定について不服があるときは, この決定があったことを知つた日の翌日から
起算して 6か月以内 (こ の決定についての審査請求を行った場合は,当該審査請求に

対する裁決があつた日から6か月以内)に ,気仙沼市を被告として仙台地方裁判所に
この決定についての取消しの訴えを提起することができます。

備考  「公開することができるようになる期日」欄は,期 日をあらかじめ明示すること
ができる場合に限り記載してあります。
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